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アスファル ト舗装の修繕工法の一つに,既 設アスファル ト舗装上に薄層コンクリー トオーバーレイを行う方

法がある.わ が国では約20年 前に各種の取組みがなされたものの,こ の段階では一般的工法として普及する

には至 らなかった.そ の原因の一つに,舗 装設計手法として確立されなかったことが挙げられる.

本研究では,ま ず界面付着を考慮した弾性基礎上の梁の理論を用いて,薄 層コンクリー トオーバーレイの応

力解析手法について検討する.そ して,実 際に各種条件で施工した試験舗装でのコンクリー ト層のひずみ測定

を行い,計 算値と実測値との整合性の確認 をするとともに,薄 層コンクリー トオーバーレイにおけるひずみ挙

動の特徴について検討した.

Key Words: whitetopping, thin layer concrete overlay, bonding coefficient, bending stress, 

winkler foundation

1.ま え が き

ア ス ファル ト舗装 の修 繕工 法 のひ とつ に,薄 層

コ ンク リー トオ ーバ ー レイ工 法が あ る.欧 米 で は

Whitetoppingと 称 され,既 に1960年 頃か らアス フ

ァル ト舗装 の構造強化やわ だち掘れ対策 と して施工

され始 め,現 在で は一般 的工法 と して用 い られ てい

る1).わ が 国では,1980年 頃か らアス フ ァル ト舗

装のわだち掘れ対策 の一つ として研究 され施工 も行

われた もの の,広 く普及す るには至 って いな い.

この薄 層 コ ンク リー トオーバ ー レイ 工法 は,下

層のアス フ ァル ト混 合物層 との接着 を前提 に した工

法であ り,設 計 もそ の仮定 の基 に行われ ることが多

い.し か し,過 去 に行われた薄層 コンク リー トオー

バー レイの載荷試験 によ るひずみ測定データ を完全

接着の基に逆算する と,下 層のアス ファル ト混合物

の弾性 係数が通常考え られ る値 に比べてかな り小 さ

くなって しまう2).

この こ とに疑 問を もって新 た に試験 施工 を実 施

し、載荷試験 を行 ってひずみ分布 を測定 してみ ると,

載荷 条件によって,界 面の付着の程度 が変化 す るこ

とが分 かった.界 面の付着 が完 全でないに もかかわ

らず完 全接 着の仮 定で設計する ことは,危 険側の設

計 となる.

こ こで は,薄 層 コ ンク リー トオ ーバー レイ に生

じる輪荷重 応力/ひ ずみ につ いて,界 面 の付着性 を

考慮 した計算法を提案するとともに,薄 層コンクリ
ー トオーバーレイを設計する上で必要となるデータ

を紹介する.

2.本 研究の目的と既往の研究

(1)本 研究 の 目的

本研究の目的は,薄 層コンクリー トオーバー レ

イ工法をアスファル ト舗装の修繕工法のひとつとし

て広 く普及させることである.そ のためには,薄 層

コンクリー トオーバー レイに生じる応力/ひずみ挙

動 と,設 計のための諸特性を把握することが必要で

ある.本 工法の長期耐久性は,上 層の薄層コンクリ
ー ト層 と下層のアスファル ト混合物(以 下

,ア スコ

ンと称する)層 とがどの程度一体的挙動をするかに

係わっている.両 層の一体性は複合体そのものの剛

性に深 く関わ り,コ ンクリー ト層下面に生じる応力

や界面のせん断応力に影響を及ぼす.

そこで ここでは,① 薄層 コンクリー トオーバー

レイの輪荷重応力/ひずみについて,界 面の付着性

を考慮できる,実 用的な計算方法について検討する

とともに,② 界面条件を変化 させた試験舗装で,載

荷条件を変化させて輪荷重応力/ひずみを測定 し,

③①,② の結果から薄層コンクリー トオーバー レイ

の界面付着の及ぼす影響について研究することを目
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的 とす るものである.

(2)既 往の研究

薄層コンクリー トオーバー レイのような複合版

の構造設計は,福 田博士がその論文3)の 中で提示

した.福 田博士の理論は,複 合版の中立軸を求め,

中立軸までの距離の2倍 の厚さを有する換算断面を

想定するものである.軸 方向の維応力の釣合い式か

ら中立軸を求めるものであるが,こ の計算は界面が

完全接着していることを前提 としたものである.

空港コンクリー ト舗装構造 設計要領 における考

え方4)は,界 面の付着性の不完全さを考慮できる

点,及 び複合梁の断面2次 モーメントについて考慮

した点で福田の理論を更に発展したものといえる.

しか し舗装体に生じる曲げモーメントの算定方法に

ついては具体的には示されておらず,同 理論を実際

の舗装設計に用いることは難 しい.

薄層コンクリー トオーバー レイの界面付着に関

して,野 田5)ら は界面せん断強度の測定と界面せ

ん断応力の解析を行っている.ま た最近の欧米での

研究報告6)7)8)で も長期耐久性を確保するために界

面付着の重要性が指摘されている.

最近になって,西 澤 ら9)は 弾性平板FEMを 用

いてコンポジット系舗装のボンド型,ア ンボンド型

の場合の解析法を示し,弾 性平板FEMに よる界面

付着の取扱いについての研究を行 っている.
一方,Hudsonら10)は コンクリー ト舗装版の解析

において,コ ンクリー ト舗装版を剛性棒と弾性ジョ

イ ントそして捩 り棒からなる要素の集合体とし,弾

性ジョイント部でばね基礎が支持する構造として解

析する方法を提案 している.こ の考え方の中には,

複合版,あ るいはその界面の付着性については考慮

されておらず,か つ非常に複雑ではあるが,舗 装版

を有限個の棒要素に分割する考え方は参考になる.

このように,複 合体の界面の付着性 について の

解析的研究は最近になって始まったばか りで,現 段

階ではまだ実用的に設計に反映できる段階であると

は言い難い状態である.

3.コ ンク リー ト版の輪荷重応力

(1)組 合せ梁構造

コンクリー ト舗装 は,Winkler基 礎上 の版 として

解析 され るべ きものである.し か し,上 下層の付着

の程度 を考慮 した版の解 析 は極めて困難で ある.ま

たFEM解 析 による場合で も,界 面付着 の程度 の取

扱 いにつ いて は現在確立 された状況ではな い.

そ こで,こ こでは前述 したHudsonら の理論10)

を簡 略化 して,Winkler基 礎上の主梁 と,主 梁に

図-1組 合せ梁構造の自由縁部への適用例

e-e断 面

f-f断 面

図-2主 梁と側梁に作用する外力と接合点せん断力

接合された側梁 との組合せ構造(以 下,組 合せ梁構

造 と称す)を 考える.梁 に置き換えることにより,

付着性を考慮 した複合梁についてのたわみ,曲 げモ
ーメン ト,せ ん断力の分布を簡単に計算でき,そ れ

らか ら従来のセメントコンクリー ト舗装要綱式12)

な どでは得 られなかった,輪 荷重応力やせん断応力

の分布をも容易に計算することができるか らである.

そ して応力やせん断応力の分布が分かれば,目 地や

ひびわれ箇所での荷重伝達の解析にも応用できる.

また,計 算をより簡単にするために捩 り棒を省略 し

て,そ の代 りに側梁の幅員を適切に選択することで

本来の版の剛性に適合させるという方法を採る.

対象 とする載荷状態は,こ こでは自由縁部載荷

に限定することにし,図-1に 自由縁部に適用した

組合せ梁構造の全体を,図-2に 主梁と側梁 との接

合点の状態を示す.

(2)組 合せ梁構造のモデル化

ここでは舗装版の自由縁部を想定しているので,

主梁 としては無限長梁,側 梁としては半無限長の梁

を考え,主 梁の片側に複数個の側梁が接合された状
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態を考える.

主梁か ら側梁へはその接合面を通 じて,基 本的

にせん断力とモーメントが伝達されるが,主 梁の幅

を小さく考えればモーメントはほとんどゼロと見な

す ことができる.従 って この場合はモーメン トを無

視することとする.ま た,こ の考え方においては隣

接する側梁問での荷重伝達は考慮 していない.し か

し,後 述する式(8)に よ り剛性に対応 して側梁幅を

適切に決めることで,版 との剛性を同一にする.

舗装版に作用す る輪荷重は,主 梁 に作用するも

のと考える.従 来,輪 荷重は円形に等分布するもの

と考えて計算に用いられてきたが,設 計上重要であ

る大型車のダブルタイヤの場合,実 際のダンプ トラ

ックの輪跡を測定 してみても,接 地圧は計算値とほ

ぼ同等であるが,そ の形状は長方形載荷に近い.

そこで,外 力輪荷重を線荷重群と考え,1個 の線

荷重を式(1),載 荷間隔を式(2)の ように定義する.

(1)

(2)

こ こ に,

Pr:線 荷 重(N)

mp:線 荷 重 の 設 置 間 隔(mm)

p:接 地 圧(N/mm2)

Lp:接 地 長(mm)

B:主 梁 幅(mm)

2m+1:線 荷 重 の 数(簡 単 の た め 奇 数 と す る)

r:線 荷 重 群 の 添 字(r:-m,・ ・,0,・・,m)

応 力の計 算は主 梁 につ いて行 う.即 ち,主 梁 に

ついて,全 ての輪荷重外 力 と側梁か らのせん断 力を

外 力 と見な して計算すれ ば,主 梁 に生 じる曲 げモー

メ ン ト,せ ん断力,た わ みを求め ることができる.

まず 図一2に 示 した よ うに,側 梁 との接合点 に発

生す るせ ん断力(Si)を 求 める.未 知 数を単位 長 さ

当た りのせん断応力(τi)と して,こ れ に側 梁幅

(b)を 乗 じた ものをせ ん断 力(Si=τi×b)と す

る.こ れ を主梁 に対す る外 力と見な し,主 梁の側梁

接合点 にお けるたわみ を求め る.一 方側梁 には,主

梁側 と同 じ大 きさで逆向 きのせ ん断力が載荷 した と

見 な して主梁 との接合点で の側梁のたわみを求める.

(3)主 梁 のたわみ式

図-2に 示 した通 り,主 梁 には外力(Pr)と せ ん

断力(Sii=0,1,2,・ ・,n)が 作用 して いる もの とし

て,各 側梁 との接合面 中心 にお けるたわみは,接 合

面 に作用す るせ ん断応力(τii=0,1,2,・ ・,n)の 関

数 として表せる.

Winkler基 礎 上の無限長梁 の基本式11)か ら,側

梁 との接合点 における主梁 のたわみを求 める と,式

(3),式(4)の 通 りとな る.

(3)

(4)

ここに、

i:主 梁に付した側梁との接点番号(i=o,1,2,・ ・,n)

j:側 梁に付した側梁番号(j=-n,・ ・,-1,0,1,2,・・,n)

t:側 梁の設置間隔(mm)

wit:i番 目の側梁設置位置におけるたわみ量(mm)

F1(x)=e-φx(cosφx+sinφx)x≧0

abs(x):xの 絶対値であることを示す

K75:路 盤支持力係数(N/mm3)

P:外 力輪荷重 の接地圧(N/mm2)

E:梁 材料の弾性係数(N/mm2)

k:K75に 梁の幅を乗 じた値(N/mm2)

I:梁 の断面2次 モーメ ン ト(mm4)

2η+1:側 梁の設置数

t:側 梁 の設置 間隔(mm)

そ の他 の記号は,図-2お よび式(1),(2)に 示 した

通 りである.

主梁 は輪荷重 載荷 中心 に対 して左右対称であ り,

τj=τ -ｊ、 とで きるので,式(4)は(n+1)個 の未

知数(τjj=0,1,・ ・,n)に 対 して(n+1)個 の式を

示 している.式(4)の 右辺第1項 は輪荷重外 力によ

るたわみを示す定数項,第2項 は側梁 との接合面の

せ ん断応力によるたわみ を示す未知数項である.

(4)側 梁 のたわみ式

一方 ,j(=i)点 における主梁 と側梁 との接合 点

で の側梁 のた わみ もせ ん断応 力(τj)の 関数 とし

て表せ る.側 梁 にはその端部 に外力 として,せ ん断

応 力(τi)が 主梁 に作 用 した方 向 とは逆 方向 に作

用す る もの と考 える.

j番 目の側 梁 の,そ の端 部 にお ける たわ み(Wj

j=0,1,・・,n)は,Winkler基 礎 上の半無限長梁 の基

本式11)よ り,式(5)の 通 り表す ことがで きる.

(5)

こ こ に,
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x:梁 の材軸 方向の距 離(こ の場合 はx=0)

その他の記号は,前 出 と同 じであ る.

(5)組 合せ梁構造 による舗装版応 力計算

前述 の式(4)と 式(5)と か ら,i点 にお ける主梁の

たわみ(Wit)とj番 目の側梁 のたわみ(Wj)と が

等 しい とい う条件で,n+1個 の連 立方程式 を解 けば,

未知 数であるせ ん断応 力(τjj=0,1,2,・ ・,n)を 計算

す る ことが できる.そ して ここで求 めたせん断力を

主梁 に作用す る外力 に含 めて 計算す る と,主 梁に生

じる断面力と して の曲 げモー メン トおよび輪荷重応

力を求めるこ とがで きる.

(6)

(7)

ここに,

x:主 梁の材軸方向の位 置(外 力載荷 中心 を原点)

M(x):位 置xに おける曲げモー メ ン ト(N・mm)

abs(x-jt):(x-jt)の 絶対値。

σe:舗 装版下面 の輪荷重応力(N/mm2)

h:舗 装版の厚 さ(mm)

I:主 梁の断面2次 モー メン ト(N/mm4)

その他の記号は,既 に示 した通 りである.

式(6)の 右 辺第1項 は輪荷 重外力 による もの,第

2項 は側梁 との界面に生 じたせん断力 によるもので

ある.

(6)組 合 せ梁構造 にお けるパ ラメータの決定

式(4)が 示 す よ うに,計 算精度 に及 ぼす 条件 と し

て主梁幅,側 梁幅 と主梁 幅 との比(b/B),側 梁数,

側梁間隔がある.こ こで は,セ メ ン トコンクリー ト

舗 装要綱 の輪荷重応 力計算式12)で え られ る計算 結

果 とこの組 合せ梁構造 による計算 結果 が等 しくなる

よ うに各パ ラメー タを決定す る こととする.

主梁幅(B)は100mm,側 梁 設置 間隔は50mmと

仮 定する.そ して側梁設置数 をn=100と して,通

常の コンク リー ト舗装版 の弾性係 数,厚 さ,路 盤支

持力 を変化 させて,要 綱式 と本組 合せ 梁構造 式 との

計算結 果が 同 じ とな るよ う に,(φ)と(b/B)と

の関係を求 めてみた(図-3参 照).φ は,式(3)に 示

図-3φ と(b/B)の 関係

図-4側 梁設置数 と曲げモーメント

した通 り,主 梁,側 梁の弾性係数 と厚 さ,そ して路

盤支持力によ り決 定 され,舗 装版の剛比半径 に相 当

するパ ラメータであ る.そ の関係式を式(8)に 示す.

(8)

ここに,記 号は前述 の通 りである.

また,側 梁 の設置 数(2n+1)に ついて は,図-4

に例示す よ うに,nが50以 上であれば一定値 に収

斂す る.

よって以 降の計算 にお いて,主 梁幅100mm,側

梁設置 間隔50mm,側 梁 設置数n=100(全 側梁数

201),側 梁 幅は式(8)で 求 まる値 を用 いる ことにす

る.こ の条件 で通常 のコ ンク リー ト舗装版 の輪荷重

応 力を計算 した結果 は,ほ ぼ完全 に要綱 式で計算 し

た結果 と一致す る.た だ,コ ンク リー ト版厚が50mm

以下 のような薄層版 については傾 向が異 な り,要 綱
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図-5不 完全接着状態にある複合体

式の場合版厚が薄層になると,あ る厚さから逆転 し

圧縮応力に変化するのに対 し,組 合せ梁構造の場合

では薄層になるに伴い輪荷重応力は増加 していく.

そ こで,組 合せ梁構造の適用範囲は舗装要綱式 と一

致するコンクリー ト版厚50mm以 上と考える.

4.界 面の付着性を考慮 した複合梁

(1)基 本式

複合梁の場合,界 面が完全接着状態では,中 立

軸が一箇所に一つ決まる.完全非接着状態の場合は,

中立軸が二本できる.こ の場合の中立軸は,そ れぞ

れ各層の中立軸の位置にできると考えられる.い ず

れの場合も,ひ ずみの分布はBernoulli-Eulerの 平

面保持の法則に従 うと考える.ま た,二 つの層が同

じ曲率で変形するものと考えると,複 合体に生じる

二つのひずみの分布は同じ勾配でなければな らない.

図-5は,完 全接着状態 と完全非接着状態の中間

の不完全接着状態を示す ものである.

図-5に 示す第1中 立軸の生じる位置を座標の原

点に取 り,第2中 立軸は原点からTの 位置に生じ

るものと考え,上 層のひずみの分布(ε1),下 層の

ひずみの分布(ε2)を,以 下のように示す.

(9)

(10)

(11)

ここに,

tb:上 下層 界 面 の付 着 係数(td=0～1,td=0

は完 全非接着,td=1は 完 全接着を示す.)

T:中 立軸 間の距 離

そ の他 の記号 は,図-5に 示 した通 りである.

軸方 向応 力の釣合 い方程式 を解 いて整理す ると,

第1中 立軸 の位置(h)は,式(12)の ようになる.

(12)

ここに,

α=E2/E1,β=h2/h1

h:上 層表面か ら第1中 立軸 までの距 離

そ の他 の記号 は,図-5に 示す 通 りである.

また外 力モー メン トと,内 部維応 力の中立軸 につ

いて のモー メ ン トは釣 り合わな けれ ばな らな い.

上層 につ いて の第1中 立軸 について のモー メ ン ト

と下層 につ いて の第2中 立軸 について のモー メ ン ト

の合 計が外 力モー メン トM(x)と 釣 り合 う とい う条

件のもとに計算 して整理する と,

(13)

こ こ に 、hA=-h,hB=-h+h1.hc=-h+h1+h2

b:梁 の 幅(cm),T:中 立 軸 間 の 距 離i

と し て,

(14)

となる.即 ち ここで求 めた(J)は 付着 性 を考 慮 し

た複合梁の断面2次 モー メン トと考 える ことがで き

る.従 って,winkler基 礎上 の付着性 を考 慮 した複

合梁 につ いて考 え る場 合,前 述 の式(3)中 の 断面2

次 モー メ ン トと して式(13)で え られ る値(J)を 用

いれ ばよい.

(2)付 着性を考慮 した複合梁 の応 力 ・ひずみ

付 着性 を考 慮 した複合 梁 の任意 の断 面 にお ける

ひずみ と応 力は,前 項 で求めた,式(9),(10),(14)

か ら求める ことができる.即 ち,

(15)

(16)

但 し,-h≦y≦-h+h1(上 層 部 分)

(17)

(18)

但 し,-h+h1≦y≦-h+h1+h2(下 層部分)

こ こで,各 記号 は前述の通 りで ある.

5.薄 層オーバ ー レイの試験舗装 による検証

(1)試 験舗装の種類

前項までで検 討した手法の,実 際の薄層コンク

リー トオーバーレイ工法に対する適用性を検討する

目的と,そ の他薄層コンク リー トオーバーレイにお

けるひずみ挙動などを調べる目的のために,試 験舗

装とひずみ測定を実施した.薄 層コンクリー トオー

―219―



表-1試 験舗装の種類

図-6自 由縁部への5t輪 荷重載荷における舗装体発生ひずみ

バー レイ厚 としては100mmと150mm,薄 層コ ン

ク リー トの種類は超硬練 り高振動締固め鋼繊維補 強

コンク リー ト13)(以 下、HCCと 略記す る)と,通

常の鋼繊維補強コ ンク リー ト(以 下、SFRCと 略記

す る)の2種 類 を用 いた.ア ス コン層は全て粗粒

度アス コンを用いた.薄 層 コンクリー トオーバ ー レ

イの施工 は,HCCに つ いては高振動締 固め式 オフ

レール コンクリー トフィニ ッシャー(大 有建設 製:

マルチペーパ1型),SFRCは ロー ラフィニ ッシャ
ー にて行 った .施 工時期は1998年8月 である.各

工種 の詳細は表-1に 不す.

(2)載 荷試験 による舗 装体ひずみ測定

ひずみ測定 のため のひずみゲージは,ポ リエステ

ルゲ ー ジ(PL60.11.3LT)で,こ れ を舗装 端断 面

の深 さ方 向 に各層3個(ゲ ージ切断 のため測定 不

能の ものもあった)貼 り付けた.測 定 に用 いた荷重

車は,8tダ ンプ(後 輪単軸)の 後 輪を49kNに 調

整 して用 いた.載 荷 の方法は,静 的載荷(静 止時間

約10秒)と 動的載荷(走 行速度5～17km/h)で 自

由縁部,そ して幅員方向 に載荷位 置を変化 させて行

った.測 定 は1998年10月,外 気 温25℃ ～30℃,

アス コ ン層上面温度19.5℃ ～20.5℃ の条件で ある.

(3)自 由縁部載荷 によるひずみ分布 と付着係数

図-6は,自 由縁部直上 に載荷 した ときの舗装体
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表-2自 由縁部直上載荷の場合の付着係数

図-7静 的載荷と動的載荷の付着係数

のひずみ分布である.こ こでは自由縁部に載荷 した

場合のひずみ測定結果を示す.

コンクリー ト層のひずみ分布はBernoulli-Euler

の平面保持の仮定がほぼ成り立つので,こ れを直線

式に回帰させて第1中 立軸の位置を求めた.下 層の

アスコン層のひずみ分布については必ずしも成 り立

つとは言い難い.ま た,ひ ずみ分布はコンクリー ト

層のひずみ分布 と平行 となっていない.こ れは下層

がアスコン層であるために,そ の粘弾性的挙動が生

じたこと,お よびそれにより断面が外側に膨れよう

とする面外の引張 りひずみを伴ったものと想像でき

る.

しかし,本 論文で提案する計算式は平面保持の法

則 と,上 下層は同じ曲率のひずみ分布を有すること

を前提 としたものであるので,ア スコン層でのひず

み分布はコンクリー ト層のひずみ分布と同じ勾配で

あるとの仮定の基に回帰させ,こ れによ り第2中 立

軸の位置を求めた.こ うして求めた2つ の中立軸

間の距離(T)か ら式(11)を用いて付着係数(tb)を計算

する.結 果を表-2に 示す.

表-2に 示すように,い ずれの工種でも界面は完

全接着とはなっていない.付 着係数の求め方,あ る

いは実測データの精度から言えば結論付けることは

図-8載 荷位置と付着係数

図-9ア スコン層温度と弾性係数

できないが,少 な くとも図-6の ひずみ分布か ら従

来の完全接着型の前提は見直す必要がある.こ こで

提案 した付着係数の概念はそれに対する一つの考え

方である.

工種毎の関連は明確にはできないが,図-7に 示

すように静的載荷より動的載荷状態の方が付着係数

は大きくなる傾向がある.ま た,路 盤紙を敷設 した

C-3工 種では完全非接着 となり,全 く複合版的挙動

は期待できないとの結果を得た.

また,静 的載荷状態で載荷位置 を幅員方向に変

化させた時に,舗 装端部での付着係数を測定したの

が図-8で ある.図-8中,B-1工 区で付着係数が1.0

以上となっているが,こ れは実測値から求めた第2

中立軸が第1中 立軸よりも上に位置結果であり,

測定データのばらつきに起因するものと考えられる.

この結果,測 定データにばらつきはあるものの,

全体 としては載荷位置が離れるに従い付着係数が大

きくなる.こ の理由としては,載 荷位置が離れるに

従い上下層界面に発生するせん断応力も小さくなり,

よって付着程度が改善されるものと考えられる.

(4)ア スコン層の弾性係数の評価

次に下層のアスコン層の弾性係数 の評価につい

て検討する.

検討のためのデータとして,国 道23号 線で施工
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図-10ひ ずみ実測値 と計算ひずみの関係

図-11従 来法の計算結果に及ぼす付着係数の影響

され たSFRC薄 層 オー バー レイ(t=100mm)舗 装で の追

跡調査データ14)を 用 いる.こ の追跡調査 では5t輪

荷重 の静的載荷 によるコ ンク リー ト層下面ひずみ と

アスコン層上面温度 との関係が測定 されて いる.こ

こに,該 舗装の施工条件は本試験舗装のB-1工 種 と

同 じであるので,そ の界面付着係数 を本実験で得 ら

れ た0.33と して組合せ梁構 造 を適用 し,計 算 され

るひず みが実測値 と同 じとな るアスコン層弾性 係数

を逆算 して求めた.結 果 を図-9に 示す.

筆者 らは先の報告2)で,完 全接着 の仮定 の も

とに該舗装の アス コン層の静的載荷状態 におけ る弾

性係数 は0～700N/mm2程 度 と評価 した.し か し,

本 報 告 で 付 着 係 数 を考 慮 した こ とに よ り200～

2600N/mm2と 評価 できる ことが分か った.

また,動 的載荷 の場合 のア ス コン層の弾性 係 数

評価 につ いて は,実 測値 と,そ の時 の付着係数 を用

いた組合せ梁構造 による計算式 とが等 しくなるよ う

に逆 算 した.ア ス コン層温 度 はほぼ20℃ で あった

が,載 荷位置が4～19cm,載 荷速度 が5～17km/hと
一定 にで きな か った こと もあ り,1600～5700N/mm2

とば らついて しまった.平 均 は3300N/mm2で あった.

B-1

B-2

B-3

図-12動 的載荷試験によるひずみ影響線

20℃ で の静 的 状 態 で の ア ス コ ン弾 性 係 数 が

1500N/mm2と 比較すると2倍 強である.

(5)コ ンク リー ト層下面の実測ひずみと計算ひずみ

ひずみ測定時のアスコン層上面の温度は19.5℃
～20 .5℃であったので,こ れを20℃ としてアスコ

ン層の弾性係数は前項で示した値を用いる.従 来の

計算法15)に よる場合についても同じ弾性係数を用

いた.計 算の対象としたひずみは自由縁部直上載荷

(載荷位置15cm),動 的載荷の場合については自

由縁部直上に最も近い走行位置のデータを用いた.

付着係数 については表-2に 示 した値,舗 装体に

関連するその他の条件は表-1の 値を用いる.ま た

(b/B)は 各工種について式(8)よ り求 まる値 を用い

て計算する.結 果を図-10に 示す.

この結果,従 来法の場合の計算精度 は,実 測ひ

ずみが大きくなるに伴い計算値との差が大きくなる.

これは,付 着係数を考慮していないことによると思

われる.図-11は,付 着係数と本法と従来法の計算

ひずみの差,お よび実測ひずみと従来法による計算

ひずみの差を示す.こ れより,付 着係数が小さくな

るに伴い差が大きくなることが分かる.

(6)コ ンクリー ト版下面の輪荷重ひずみ影響線

動的載荷試験の結果 と組合せ梁構造での計算結

果を図-12に 示す.図 には薄層コンクリー トオーバ
ー レイ としてよ り一般的なB工 種についての結果

を示すが,他 の工種 についても同様の結果であった。

―222―



図-13静 的載荷と動的載荷の発生ひずみ

実測 した付着係数を用いた計算結果は,実 測のひず

みデータとほぼ同一の分布を示す.ま た,付 着係数

を1.0と したときの計算値も併記 したが,こ れは実

測値よ りかな り小さいひずみ分布となる.し か し,

載荷位置が50cm程 度離れたときの実測ひずみは,

実測付着係数と付着係数1.0の 場合の計算ひずみの

中間に位置する.

また,動 的荷重が直上に載荷す るまでのひずみ

挙動と,そ の後除荷していく過程でのひずみ挙動が

異なる.除 荷した後のひずみの復元が遅れるという

傾向が認められる.こ れは下層のアスコン層の粘弾

性的特徴によるものと考えられ,薄 層コンクリー ト

オーバーレイの特徴であろう.こ の傾向は測定 した

全工種 について見 られる.

6.薄 層 コ ンク リー トオ ーバ ー レイの輪 荷 重

ひずみ挙動 の特徴

(1)発 生ひずみの載荷速度依存性

図-13は,自 由縁部における静的載荷 と動的載荷

の場合の発生ひずみの関係を示す.実 測ひずみにつ

いてみると,時 速5～17km/hの 比較的低速ではある

が動的載荷の場合の発生ひずみは,静 的載荷の場合

のおよそ70%で ある.こ れは,下 層のアスコン層の

弾性係数が載荷速度によって変わることによるだけ

ではなく,動 的載荷の場合,図-7に 示したように

付着係数そのものが大きく評価でき,そ の結果舗装

全体の剛性が大きくなったことにもよると考えられ

る.

(2)載 荷位置による自由縁部発生ひずみの低減率

コンク リー ト舗装の構造設計は,通 常舗装版縁

部について行い,縁 部に発生する応力の頻度を累積

して疲労抵抗を求める方法を採っている.従 って,

載荷位置 と縁部に発生する応力/ひずみの関係を求

めてお くことは,将 来該舗装の設計法を確立する上

で重要である.

そこで,幅 員方向に載荷位置を変化させて,そ

図-14載 荷位置による発生ひずみ

図-15載 荷位置による発生ひずみ比(静 的載荷)

の時に自由縁部に発生するひずみを測定 した.図-14

は,自 由縁部で測定した全てのデータについて,載

荷位置との関係で示したものである.静 ひずみ,動

ひずみ共に載荷位置が幅員方向に離れるに従い大き

く低減することが分かる.発 生ひずみそのものは動

ひずみの方が小さいが,動 ひずみと静ひずみの低減

の傾向はほぼ同じと見ることができる.

図-15は 静的載荷の場合について,自 由縁部直上

載荷の場合の発生ひずみに対する比で示 したもので

ある.こ の結果,コ ンクリー ト舗装要綱に示される

通常の応力/ひずみ低減率と比べる と,薄 層コンク

リー トオーバーレイの方の低減する割合が大きい.

コンクリー ト層厚10cmと15cmで は10cmの 方が

更に大きく低減する.こ れは,総 体的に薄層コンク

リー トオーバーレイの場合薄層で剛性も小さいこと

がその理由の一つであろうが,図-8に 示 したよう

に,載 荷位置が離れるに従い付着係数が大きくなり,

舗装体全体の剛性が大きく評価されることにもよる.

7.結 論

―223―



薄層 コンクリー トオーバー レイ における界面の

付着係数,発 生ひずみに及ぼす界面付着の影響,そ

して付着係数を考慮 した輪荷重応力/ひずみの計算

法などについて検討した.そ の結果をまとめると以

下の通 りである.

(1)提 案 した組合せ梁構造 において,そ のパラメー
タを適切 に選ぶ ことで計算される自由縁部輪荷

重応力/ひずみは,コ ンクリー ト舗装要綱式で計

算される値とほぼ同じとなる.

(2)こ の組合せ梁構造の梁要素に,付 着係数を考慮
した複合梁 を適用することで,完 全接着が得 ら

れない場合の薄層コンクリー トオーバーレイの

発生ひずみを計算できる.

(3)薄 層コンクリー トオーバーレイの界面付着係数

は,静 的載荷の場合約0.3～0.7,動 的載荷の場

合約0.4～0.7と,動 的載荷の場合の方の付着係

数が大きくなる.

(4)ま た,付 着係数は荷重の載荷位置か らの距離で
変化 し,そ の距離が大きくなるにともなって付

着係数 も大きくなる.

(5)薄 層コンクリー トオーバー レイのアスコン層の

弾性係数 は載荷速度と温度に依存し,静 的載荷

状態では200～2600N/mm2程 度である.

(6)薄 層コンクリー トオーバー レイ層下面に生 じる
ひずみや応力は界面の付着係数によ り大きく影

響され,付 着係数を考慮 しない従来の計算によ

る場合,計 算値より実測値の方が30×10-6程 度

大きくなることがある.

(7)薄 層コンクリー トオーバー レイに発生するひず

みは,載 荷速度依存性がある.

(8)薄 層コンクリー トオーバー レイの場合,載 荷位

置が幅員方向に変化するときの自由縁部に生じ

るひずみの低減率は,通 常コンクリー ト舗装の

場合よ り大きい.
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A BASIC STUDY ON THE BOND CONTRIBUTION 

FOR A THIN CEMENT CONCRETE OVERLAY

Hiromitsu NAKANISHI, Shinichi TAKEI, and Teruhiko MARUYAMA

There is a method to place thin cement concrete overlay on an asphalt concrete pavement as one of the 

rehabilitation methods for improving an existing asphalt pavement. However this method doesn't become popular at 

present. In this research, to begin with, applying the theory of a beam on Winkler foundation, we will investigate 
the stress analysis procedure of pavement slabs. Next, we will investigate the model of composite structure that 

consists of a thin cement concrete layer and an existing asphalt pavement layer, taking the degree of bond between 

these two layers into consideration. As the result of measurement of strain at the bottom of a thin cement concrete 

overlay, we confirmed usefulness of this calculation method.
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